
日

50 264,763 2

概

64,348 268,

施

220

②
不法投棄監視

策

及び廃棄物 日 240 2

名

40 240 240
回収

廃

分別業務委託業務実
施

棄

日数 令和　７年度の優

物

先度

③
委託業者が収集

対

する衣類 箇所 10 10

策

10 10
1 等の拠点回

基

収場所数 　□ Ａ　　

本

　 □ Ｂ　　　 □

目

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

標

・ごみ集積所に排出さ

安

れる一般廃棄物につい

全

て、業務委託による適

・

切な収集を実施した。

安

■ 計画どおり   

心

令和　５年度 ・不法投

に

棄の巡回監視及び不法

暮

投棄物の回収等を業務

ら

委託により実施し、不

せ

法投棄の防止及び不法

る

投棄物の適正
□ 遅延

ま

         
の

ち

評価 処理を図った。
□

要

 進展なし     

施

■ 維持　□ 拡大 ・

策

ごみ集積所に排出され

の

る一般廃棄物について

目

、引き続き、業務委託

的

による適切な収集を実

市

施する。
事業区分 □ 

民

自治事務   □ 法

、

定受託   □ その

事

他
今後の方向性 □ 縮

業

小　□ 改善 ・不法投

者

棄の巡回監視及び不法

と

投棄物の回収等につい

行

て、引き続き、業務委

政

託により実施し、不法

が

投棄の防止及
（改善措

協

置等）□ 休止　□ 

働

終了 び不法投棄物の適

し

正処理を図る。
計画対

て

象 ■ 実施計画査定対

、

象  □ 行政改革対

ご

象 
□ 廃止　　　　

み

 

※決算額については

の

、端数処理により、他

少

資料の決算額と差異が

な

生じている場合もあり

い

ます。

清潔なまちづくりを進

No.

め

事務事業名 活動内容 コ

な

スト（事業費：千円）

が

処理施設整備事業 令和

ら

　４年度 令和　５年度

、

令和　５年度 令和　６

限

年度 令和　４年度 令和

り

　５年度 令和　５年度

あ

令和　６年度
活動指標

る

名 単位
実績 計画 実績 計

資

画 決算 当初予算 決算 当

源

初予算
全体事業概要

①

を

ごみ処理広域化の検討

大

回 5 5 5 5
残余容量の

切

逼迫に伴い、外部搬出

に

を行って延命化に努 （

し

会議数）
めている最終

、

処分場について、新規

持

最終処分場の整備 66

続

,449 112,26

的

5 86,888 15,

に

021
を行う。

②また

発

、将来的に必要となる

展

新たな中間処理施設に

が

つい
て、近隣市町との

可

ごみ処理広域化の検討

能

を行う。 令和　７年度

な

の優先度

③2 　□ Ａ

循

　　　 □ Ｂ　　　

環

 □ Ｃ　　　 □ 

型

Ｄ　

・新規最終処分場

社

整備について、事業者

会

選定業務等支援業務、

を

希少野生動植物調査、

構

地質調査を実施した。

築

また
■ 計画どおり 

す

  
令和　５年度 、用

る

地買収を進め、令和5

こ

年度末までに全体の約

と

92％の土地を取得し

。

た。
□ 遅延    

施

     
の評価 ・ご

策

み処理広域化の検討に

の

ついて、静岡県一般廃

方

棄物処理広域化マスタ

向

ープランにおいて広域

ご

ブロックの枠組み
□ 

み

進展なし     
に

の

設定された近隣2市2

適

町と「ごみ処理広域化

正

等連絡会」を設立し、

処

令和5年度は5回の会

理

議を開催した。
■ 維

の

持　□ 拡大 ・新規最

推

終処分場の整備につい

進

ては、現在検討が進む

・

近隣市町とのごみ処理

一

広域化の協議を踏まえ

般

、5年程度の
事業区分

廃

□ 自治事務   □

棄

 法定受託   □ 

物

その他
今後の方向性 □

の

 縮小　□ 改善 延期

収

をする方針となった。

集

（改善措置等）□ 休

運

止　□ 終了 ・ごみ処

搬

理広域化の検討につい

等

て、引き続きごみ処理

に

広域化等連絡会におい

係

て協議を行い、広域化

る

可能性検討調
計画対象

業

■ 実施計画査定対象

務

  □ 行政改革対象

や

 
□ 廃止　　　　 

不

査の結果を踏まえ、令

法

和6年度に広域の枠組

投

みに参加する意思の決

棄

定を行う。

監視等の業務を委託（一部直営）により実施することで、ごみの適正処理を推進した。 
■ 計画どおり   

令和　５年度 ・ごみ焼却処理施設の維持管理について、予防保全を考慮した適切な修繕を実施することで、安定したごみ処理を行った。また、焼却灰等の外部搬出を行うことで、最
□ 遅延         

の評価 終処分場の延命化を図った。
□ 進展なし     

・新規最終処分場の整備については、事業用地の9割以上を取得するとともに、地質調査等の業務委託をおおむね計画どおり実施した。
■ 維持　　　　 ・ごみの適正処理を推進するために、一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の業務を委託によ

1

り実施する。 

今後の

頁

方向性 □ 拡大　　　

令

　 ・ごみ処理施設の

和

管理について、安定し

 

たごみ処理を行うため

5

、予防保全を考慮した

年

修繕を実施する。また

度

、最終処分場の延命化

　

を図るため、焼却灰等

　

の外部搬出を行

（改善

事

措置等） □ 縮小　　

務

　　 う。
□ 改善　

事

　　　 ・新規最終処

業

分場の整備については

評

、現在検討が進む近隣

価

市町とのごみ処理広域

表

化の協議を踏まえ、5

（

年程度の延期をする方

個

針となった。

票） 課名 環境市民部廃棄

No. 事務事業名 活動

物

内容 コスト（事業費：

対

千円）

一般廃棄物収集

策

運搬業務委託事業 令和

課

　４年度 令和　５年度

作

令和　５年度 令和　６

成

年度 令和　４年度 令和

日

　５年度 令和　５年度

令

令和　６年度
活動指標

和

名 単位
実績 計画 実績 計

　

画 決算 当初予算 決算 当

６

初予算
全体事業概要

①

年

収集運搬等の業務委託

　

件 件 6 6 6 6
一般廃棄

８

物の収集運搬等に係る

月

業務や不法投棄監視等

　

数
の業務を委託により

１

実施する。 258,6



日

気測定や水質測定 20

概

2,955 206,2

施

38 206,215 2

策

18,184
、自家用

名

電気工作物保安管理等

廃

を実施する。残余容量

棄

②が逼迫している最終

物

処分場は、外部搬出に

対

より延命化
を図る。 令

策

和　７年度の優先度

③

基

3 　□ Ａ　　　 □

本

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

目

　　 □ Ｄ　

・ごみ

標

焼却処理施設の運転管

安

理について、業務委託

全

による円滑な運転管理

・

を行ったことにより、

安

安定したごみ焼
■ 計

心

画どおり   
令和　

に

５年度 却処理を実施し

暮

た。
□ 遅延    

ら

     
の評価 ・現

せ

在使用している最終処

る

分場について、焼却灰

ま

等の外部搬出を実施し

ち

、延命化を図った。
□

要

 進展なし     

施

・その他施設の管理に

策

ついて、計画どおり事

の

業を実施し、各処理施

目

設の適正な運転を図っ

的

た。
■ 維持　□ 拡

市

大 ・ごみ焼却処理施設

民

の運転管理について、

、

引き続き業務委託によ

事

る円滑な運転管理を行

業

い、安定したごみ焼却

者

処
事業区分 □ 自治事

と

務   □ 法定受託

行

   □ その他
今後

政

の方向性 □ 縮小　□

が

 改善 理を実施する。

協

（改善措置等）□ 休

働

止　□ 終了 ・現在使

し

用している最終処分場

て

について、焼却灰等の

、

外部搬出を実施し、延

ご

命化を図る。
計画対象

み

■ 実施計画査定対象

の

  □ 行政改革対象

少

 
□ 廃止　　　　 

な

・その他施設の管理に

い

ついて、計画した事業

清

を実施し、各処理施設

潔

の適正な運転を図る。

な

※決算額については、

ま

端数処理により、他資

ち

料の決算額と差異が生

づ

じている場合もありま

く

す。

りを進めながら、限り

No. 事

あ

務事業名 活動内容 コス

る

ト（事業費：千円）

施

資

設補修事業 令和　４年

源

度 令和　５年度 令和　

を

５年度 令和　６年度 令

大

和　４年度 令和　５年

切

度 令和　５年度 令和　

に

６年度
活動指標名 単位

し

実績 計画 実績 計画 決算

、

当初予算 決算 当初予算

持

全体事業概要
①

ごみ処

続

理施設稼働日数 日 36

的

0 355 362 355

に

適切なごみ処理を行い

発

、安心な市民生活及び

展

良好な環
境を維持する

が

ために、ごみ焼却処理

可

施設、粗大ごみ処 32

能

9,837 201,0

な

00 299,237 2

循

01,500
理施設、

環

浸出水処理施設の補修

型

、定期修繕及びその他

社

②緊急修理を行う。

令

会

和　７年度の優先度

③

を

4 　□ Ａ　　　 □

構

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

築

　　 □ Ｄ　

・ごみ

す

処理施設の機能停止を

る

防ぐため、予防保全を

こ

第一に考えた施設の整

と

備や修繕を実施した結

。

果、故障等によ
■ 計

施

画どおり   
令和　

策

５年度 り施設が長期停

の

止することなく、安定

方

したごみ処理を実施し

向

た。
□ 遅延    

ご

     
の評価

□ 

み

進展なし     

■

の

 維持　□ 拡大 ・ご

適

み処理施設の機能停止

正

を防ぐため、予防保全

処

を第一に考えた施設の

理

整備や修繕を実施する

の

ことにより、故障
事業

推

区分 □ 自治事務  

進

 □ 法定受託   

・

□ その他
今後の方向

一

性 □ 縮小　□ 改善

般

等による施設の長期停

廃

止がおきないよう、安

棄

定したごみ処理を実施

物

する。
（改善措置等）

の

□ 休止　□ 終了
計

収

画対象 ■ 実施計画査

集

定対象  □ 行政改

運

革対象 
□ 廃止　　

搬

　　 

等に係る業務や不法投棄監視等の業務を委託（一部直営）により実施することで、ごみの適正処理を推進した。 
■ 計画どおり   

令和　５年度 ・ごみ焼却処理施設の維持管理について、予防保全を考慮した適切な修繕を実施することで、安定したごみ処理を行った。また、焼却灰等の外部搬出を行うことで、最
□ 遅延         

の評価 終処分場の延命化を図った。
□ 進展なし     

・新規最終処分場の整備については、事業用地の9割以上を取得するとともに、地質調査等の業務委託をおおむね計画どおり実施した。
■ 維持　　　　 ・ごみの適正処理を推進するために、一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の業務を委託によ

2

り実施する。 

今後の

頁

方向性 □ 拡大　　　

令

　 ・ごみ処理施設の

和

管理について、安定し

 

たごみ処理を行うため

5

、予防保全を考慮した

年

修繕を実施する。また

度

、最終処分場の延命化

　

を図るため、焼却灰等

　

の外部搬出を行

（改善

事

措置等） □ 縮小　　

務

　　 う。
□ 改善　

事

　　　 ・新規最終処

業

分場の整備については

評

、現在検討が進む近隣

価

市町とのごみ処理広域

表

化の協議を踏まえ、5

（

年程度の延期をする方

個

針となった。

票） 課名 環境市民部廃棄

No. 事務事業名 活動

物

内容 コスト（事業費：

対

千円）

施設管理業務委

策

託事業 令和　４年度 令

課

和　５年度 令和　５年

作

度 令和　６年度 令和　

成

４年度 令和　５年度 令

日

和　５年度 令和　６年

令

度
活動指標名 単位

実績

和

計画 実績 計画 決算 当初

　

予算 決算 当初予算
全体

６

事業概要
①

ごみ焼却処

年

理施設稼働日 日 359

　

350 357 350
安

８

全かつ確実なごみ処理

月

を実施するため、ごみ

　

焼却処 数
理施設の運転

１

委託、排ガスなどの大



日

衛生規則に基づき、清

概

4,129 4,387

施

4,160 4,400

策

掃センターのごみ焼却

名

処理施設及び浸出水処

廃

理に係る
②

排ガスのダ

棄

イオキシン類 箇所 26

物

26 26 26
ダイオキ

対

シン類測定を実施する

策

。 調査測定箇所数

令和

基

　７年度の優先度

③5

本

　□ Ａ　　　 □ 

目

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

標

　 □ Ｄ　

・ごみ焼

安

却処理施設及び浸出水

全

処理施設等に係るダイ

・

オキシン類測定を、計

安

画どおり実施した。
■

心

 計画どおり   
令

に

和　５年度
□ 遅延 

暮

        
の評

ら

価
□ 進展なし   

せ

  

■ 維持　□ 拡

る

大 ・ごみ焼却処理施設

ま

及び浸出水処理施設等

ち

に係るダイオキシン類

要

測定については、新規

施

最終処分場の整備に伴

策

っ
事業区分 □ 自治事

の

務   □ 法定受託

目

   □ その他
今後

的

の方向性 □ 縮小　□

市

 改善 て近隣住民の関

民

心が高いことから、令

、

和6年度も計画どおり

事

ダイオキシン類測定を

業

実施する。
（改善措置

者

等）□ 休止　□ 終

と

了
計画対象 □ 実施計

行

画査定対象  □ 行

政

政改革対象 
□ 廃止

が

　　　　 

※決算額に

協

ついては、端数処理に

働

より、他資料の決算額

し

と差異が生じている場

て

合もあります。

、ごみの少ない清潔なまちづくりを進めながら、限りある資源を大切にし、持続的に発展が可能な循環型社会を構築すること。

施策の方向 ごみの適正処理の推進

・一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の業務を委託（一部直営）により実施することで、ごみの適正処理を推進した。 
■ 計画どおり   

令和　５年度 ・ごみ焼却処理施設の維持管理について、予防保全を考慮した適切な修繕を実施することで、安定したごみ処理を行った。また、焼却灰等の外部搬出を行うことで、最
□ 遅延         

の評価 終処分場の延命化を図った。
□ 進展なし     

・新規最終処分場の整備については、事業用地の9割以上を取得するとともに、地質調査等の業務委託をおおむね計画どおり実施した。
■ 維持　　　　 ・ごみの適正処理を推進するために、一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の業務を委託によ

3

り実施する。 

今後の

頁

方向性 □ 拡大　　　

令

　 ・ごみ処理施設の

和

管理について、安定し

 

たごみ処理を行うため

5

、予防保全を考慮した

年

修繕を実施する。また

度

、最終処分場の延命化

　

を図るため、焼却灰等

　

の外部搬出を行

（改善

事

措置等） □ 縮小　　

務

　　 う。
□ 改善　

事

　　　 ・新規最終処

業

分場の整備については

評

、現在検討が進む近隣

価

市町とのごみ処理広域

表

化の協議を踏まえ、5

（

年程度の延期をする方

個

針となった。

票） 課名 環境市民部廃棄

No. 事務事業名 活動

物

内容 コスト（事業費：

対

千円）

ダイオキシン対

策

策事業 令和　４年度 令

課

和　５年度 令和　５年

作

度 令和　６年度 令和　

成

４年度 令和　５年度 令

日

和　５年度 令和　６年

令

度
活動指標名 単位

実績

和

計画 実績 計画 決算 当初

　

予算 決算 当初予算
全体

６

事業概要
①

排ガスのダ

年

イオキシン類 回 30 3

　

0 30 30
廃棄物の処

８

理及び清掃に関する法

月

律、ダイオキシン類 調

　

査測定回数  
対策特別

１

措置法、及び労働安全


